
 

女性のチャレンジ支援策の推進について 

 

 

平成１５年６月２０日  

男女共同参画推進本部決定 

 

１ 積極的改善措置 

標記については、「女性のチャレンジ支援策の推進に向けた意見」（平成１

５年４月８日男女共同参画会議決定）に基づき、国連ナイロビ将来戦略勧告

で示された国際的な目標である３０％の目標数値や諸外国の状況を踏まえ、

社会のあらゆる分野において、２０２０年までに、指導的地位に女性が占め

る割合が、少なくとも３０％程度になるよう期待する。そのため、政府は、

民間に先行して積極的に女性の登用等に取り組むとともに、各分野において

それぞれ目標数値と達成期限を定めた自主的な取組が進められることを奨励

する。 

 

２ チャレンジ支援のためのネットワーク形成の重要性 

女性のチャレンジ支援のための関連情報のワンストップ・サービス化、ネ

ットワーク化を図るため、国による女性のチャレンジ支援関係施策の情報を

総合的に提供する。このため、関連府省が連携・協力し、平成１５年度中に

情報提供システムを構築し、各府省が提供している女性のチャレンジ支援策

の情報の体系化を図る。 

 



（参考）

経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003（抄）

平成１５年６月２７日 閣議決定

第２部．構造改革への具体的な取組

第１部の３つの宣言を実現するため、以下の７つの分野で構造改革に取り組む。

４．雇用・人間力の強化

雇用については、何歳であっても、能力を開発し、拡大するサービス産業な―――

どで仕事の機会が得られる労働市場をつくる。特に、若年者の働く意欲を喚

起しつつ、すべてのやる気のある若者の職業的自立を促進する。また、女性

の能力発揮のための取組の推進を図る。さらに、高齢者の活力の活用を図

る。教育については、義務教育から大学までの教育の質を高める。

【具体的手段】

（１）雇用制度改革

・「男女共同参画社会」の実現を目指して、指導的地位に女性が占める割合が2020

年までに少なくとも30％程度になるよう期待し、平成15年度においては、関連情報

のワンストップ・サービス化、ネットワーク化など女性のチャレンジ支援策に取り組

む。


